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第１章 計画体系と横断的な視点 P３

目指すまちの姿

将来の都市像

挑戦し、成長する 開かれたまち ～ OPEN CITY MIYAZAKI ～

経済の姿

時代の変化を見据えて成長し、世界に開かれているまち

ひとの姿

多様性を認め、互いに支え合うみんなに開かれているまち

未来の姿

明日への希望にあふれ、未来に開かれているまち

政策１

経済を回す経済成長をめざすまちづくり
【経済・産業分野】

重要施策１ 産業・雇用の創出とイノベーションの促進
基本施策１ スタートアップ・起業・創業・事業承継の推進
基本施策２ デジタル基盤の整備・デジタル化による生産性向上の促進
基本施策３ 戦略的な企業誘致の推進・投資を呼び込む産業用地の確保
基本施策４ 成長産業への支援 地元企業の成長支援

重要施策２ 人材の確保・育成
基本施策１ 誰もが活躍できる労働環境就労環境の整備
基本施策２ 地域の魅力をいかした多様なワークスタイルの推進
基本施策３ 外国人の受入推進・就労支援
基本施策４ キャリア教育・リスキリングの促進

重要施策３ 外貨を稼ぐ産業振興
基本施策１ 地域資源をいかした観光振興
基本施策２ インバウンドの促進
基本施策３ プロアマスポーツ・MICE・イベント誘致・受入環境の充実
基本施策４ 地元産品のブランド化・ファン獲得へ向けた取組の推進・

地産外商の促進
基本施策５ 稼ぐ農業への転換・持続可能な農畜（林）水産業の振興

政策２

経済成長を支える基盤が整った経済を支えるまちづくり
【都市基盤分野】

重要施策４ 総合交通網の維持・充実
基本施策１ 持続可能な公共交通ネットワークの形成・新たなモビリ

ティサービスの導入推進
基本施策２ 物流体制の確保・モーダルシフトの推進
基本施策３ 宮崎空港路線の維持・充実

重要施策５ 都市魅力の向上・中心市街地再生の推進
基本施策１ エリアの特色に応じた土地利用の促進・空き家の活用促進
基本施策２ 中心市街地におけるにぎわいと心地よい空間の創出
基本施策３ 宮崎らしさをいかした都市魅力向上への取組促進

重要施策６ 都市インフラの整備・維持
基本施策１ 生活インフラの維持・整備
基本施策２ コンパクトシティの推進
基本施策３ 公園・緑地の維持・充実

１  政策・施策一覧

政策３

市民の健康を守り、医療・福祉が充実したまちづくり
【健康・医療・福祉分野】

重要施策７ こころとからだの健康づくりの推進
基本施策１ 病気の予防・早期発見・早期治療の推進
基本施策２ 自ら取り組む健康づくりの推進
基本施策３ みんなで取り組む介護予防の推進

重要施策８ 地域医療体制の確保・充実
基本施策１ 在宅医療の推進・地域医療サービスの確保
基本施策２ 感染症をはじめとした健康危機への対策強化

重要施策９ 福祉の充実
基本施策１ 包括的支援体制の確立・生活困窮者の自立支援
基本施策２ 障がい者の自立支援・社会参加の促進

       基本施策３ 障がい福祉・高齢者福祉の充実
基本施策４ 福祉を支える人材の発掘・確保・育成
基本施策５ 社会保障の確保・持続可能な運営

政策４

支え合い、ともに生きるまちづくり
【共生社会・市民活動分野】

重要施策10 共生社会の推進
基本施策１ 多文化共生の推進･外国人支援体制の充実･国際交流の推進
基本施策２ 障がい者の自立支援・社会参加の促進
基本施策２ 性の多様性を認め合う暮らしやすい環境づくり
基本施策３ 人権尊重・男女共同参画の推進

重要施策11 みんなで支え合う地域づくりの推進
基本施策１ 誰もが参加しやすい地域コミュニティづくりの推進
基本施策２ ともに支え合う地域福祉の推進

重要施策12 市民活躍の場・学びの機会の確保 
 市民が生涯学び、活躍できるまちづくりの推進

基本施策１ 市民活動の促進
基本施策２ 文化芸術の振興・市民スポーツの推進
基本施策３ 生涯学習の機会の提供 社会教育の充実

政策５

次世代を育むまちづくり
【子ども・子育て・教育分野】

重要施策13 「こどもまんなか」社会の推進
基本施策１ 子どもの意見表明・社会参画の推進
基本施策２ 子どもの権利擁護・子どものSOSへの対策強化
基本施策３ 子どもの居場所づくりの推進

重要施策14 子育て支援の推進
基本施策１ 出会い・結婚・妊娠・出産・子育てにおける切れ目のない

支援
基本施策２ 質の高い幼児教育・保育の推進
基本施策３ ひとり親家庭への支援
基本施策４ 子育てしやすい環境づくり

重要施策15 質の高い教育の推進
基本施策１ 主体的に考え行動する力を育む教育の推進
基本施策２ 多様な学習機会の確保
基本施策３ 教育環境の充実
基本施策４ 地域と学校との協働の推進

政策６

持続可能なまちづくり
【環境・防災・行財政運営分野】

重要施策16 ゼロカーボンシティの実現・環境保全
基本施策１ 再生可能エネルギーの活用促進
基本施策２ 環境負荷の少ないライフスタイルへの転換の推進
基本施策３ 自然環境・生活環境の保全

重要施策17 災害に強く、安全・安心なまちづくりの推進
基本施策１ 防災・減災機能の充実
基本施策２ 暮らしの安全・安心の確保
基本施策３ 消防・救急体制の充実

重要施策18 持続可能で開かれた市役所の実現
基本施策１ 自主財源の確保・公共施設の適切な維持管理
基本施策２ 行政サービスの質の向上・透明性の確保・情報発信の推進
基本施策３ デジタル化・公民連携・広域連携の推進



第１章 計画体系と横断的な視点 P４

２ 横断的な視点

基本計画の推進に当たり、横断的な視点として次の５つを重視していきます。

■視点５ SDGsの実現
・ SDGsの17の目標は、世界の都市に共通した普遍的な課題であり、

持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、環境・経済・

社会の側面の統合的取組に重点がおかれ、地方自治体も含んだ幅広

い関係者の連携が重視されています。

・ 本市は、あらゆる施策においてSDGsを意識して取り組みます。

■視点２ デジタル技術を活用したDXの推進
・ デジタル技術を活用し、様々な地域課題の解決と、市民の利便性

向上を図ります。

・ オープンデータ化の推進、データの活用により、市内外に開かれ

た魅力あるまちづくりを推進します。

■視点１ 公民連携の推進
・ あらゆる⾏政分野で民間の持てるアイデアと力を発揮し、様々な地域

課題の解決と、市民の利便性向上を図ります。

■視点３ 財政基盤の堅持
・ 限りある予算と人員を効果的に活用します。

・ 「稼ぐ市役所」として自主財源の確保に努めます。

■視点４ 効果的な情報発信
・ 様々なツールを活用しながら、目的や内容に応じた積極的かつ

効果的な情報発信を⾏います。



第２章 人口の推移と将来推計 P５

１ 本市の将来推計人口

本市において、人口減少の抑制策として、子育て支援や移住促進など人口の自然増や社会増につながる取組を⾏うことで、合計特殊出生

率等の数値が下記のパターンで実現すると仮定し推計します。
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将来推計①：社人研仮定値

将来推計②：①を基に2045年に人口置換水準（合計特殊出生率2.07）を達成し、その後も維持する場合

将来推計③：①を基に本市の合計特殊出生率1.45（2022年）を維持する場合

将来推計④：①を基に2045年に希望する出生率（1.81）を達成し、その後も維持する場合

将来推計⑤：①を基に15～24歳の純移動率がゼロで推移する場合

（注１）「社人研仮定値」とは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計」をいう。

（注２）人口置換水準とは人口の増減が均衡した状態となる合計特殊出生率をいう。

（注３）「希望する出生率」は宮崎県「令和元年度結婚・子育て意識調査」における宮崎東諸圏域（宮崎市、国富町、綾町）の「理想とする子どもの人数」及び

「44歳以下女性の既婚率（有配偶、死別、離別）」を基に算出したもの。

（注４）純移動率とは、転入超過数を人口で割った比率。

推計パターン検討中
（試算中）



第２章 人口の推移と将来推計 P６

２ 年代別の将来推計人口

住民基本台帳をもとに、本市の過去10年間（2013年10月１日から2023年９月30日までの）の人口動態（自然増減・社会増減）の傾向を踏

まえ、今後予測される人口構造の変化について、年代別に推計します。

■ 乳幼児～未就学児（０～６歳）
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図・表 0～6歳の推移と将来推計

0-６歳

０～６歳の人口は、今後も減少傾向が続き、35年には約19千人を下回ることが見込まれます。

また、対20年比で、40年に25.4％減、60年に42.1％減となる見込みです。

【対2020年比】
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第２章 人口の推移と将来推計 P７

■ 小中学生（７～12歳・13～15歳）
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図・表 小学生（7～12歳）中学生（13～15歳）の推移と将来推計

7-12歳 13-15歳

７～12歳の人口は、今後も減少傾向が続き、40年に約17千人を下回ることが見込まれます。

また、対20年比で、40年に28.3％減、60年に43.1％減となる見込みです。

13～15歳の人口は、今後も減少傾向が続き、40年に約9千人を下回ることが見込まれます。

また、対20年比で、40年に21.2％減、60年に38.7％減となる見込みです。



第２章 人口の推移と将来推計 P８

■ 高校生・大学生等（16～18歳・19～24歳）

16～18歳の人口は、今後も減少傾向が続き、40年に約10千人を下回ることが見込まれます。

また、対20年比で、40年に23.6％減、60年に38.5％減となる見込みです。

19～24歳の人口は、今後も減少傾向が続き、50年に約16千人を下回ることが見込まれます。

また、対20年比で、40年に20.7％減、60年に39.8減％となる見込みです。
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図・表 16～18歳、19～24歳の推移と将来推計

16-18歳 19-24歳
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第２章 人口の推移と将来推計 P９

■各年代別①（20代・30代・40代・50代）

20代、30代、40代の人口は、今後も減少傾向が続き、20代は45年に約28千人、30代は45年に約37千人、40代は35年に約40千人を下回る

ことが見込まれます。

また、対20年比で、20代は40年に15.5％減、60年に38.2％減、30代は40年に23.4％減、60年に42.2％減、40代は40年に35.3％減、60年

に45.4％減となる見込みです。

50代の人口は、30年まで増加傾向ですが、以降は減少傾向が続き、50年に約37千人を下回ることが見込まれます。また、40年に11.6％減、

60年に32.5％減となる見込みです。
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図・表 20代、30代、40代、50代の推移と将来推計
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第２章 人口の推移と将来推計 P10

■各年代別②（60代・70代・80代・90代以上）

60代の人口は40年、70代の人口は、25年及び50年に増加しますが、以降は減少傾向が続き、60代は60年に約40万人を下回ることが見込

まれます。

80代、90代以上の人口は、増加傾向が続き、80代は55年に約36千人、90代以上は40年に約14千人を上回ることが見込まれます。

対20年比で、60代は40年に2.4％増、60年に33.8％減、70代は40年に9.9％減、60年に21.0％減、80代は40年に28.7％増、60年に32.8％増、

90代以上は40年に76.1％増、60年に53.0％増となる見込みです。

59,594 54,200 49,862 49,504 53,977 55,518 49,806 43,577 38,191 35,868 

40,111 49,671 53,963 48,622 45,021 44,756 48,899 
50,051 

44,841 
39,248 

25,174 
27,593 29,375 36,913 39,718 35,506 33,103 

33,051 
36,364 

36,652 

5,882 
7,990 9,714 9,991 

10,826 14,067 
14,101 

12,747 
12,105 

12,226 

130,761 
139,454 142,914 145,030 

149,542 149,848 145,910 
139,426 

131,501 
123,994 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

図・表 60代、70代、80代、90代以上の推移と将来推計

60代 70代 80代 90代以上

2060年

21.0％減

2050年

0.8％増

2040年

9.9％減

【対2020年比】

70代

2060年

33.8％減

2050年

19.6％減

2040年

2.4％増

60代

2030年

2.1％減
2030年

8.7％減

2060年

53.0％増

2050年

59.5％増

2040年

76.1％増

90代以上

2060年

32.8％増

2050年

19.8％増

2040年

28.7％増

80代

2030年

25.0％増
2030年

33.8％増
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■ 要介護認定者数

2,160 2,430 2,771 3,115 3,266 3,272 3,281 3,416 3,582 

2,566 2,887 
3,265 

3,654 3,887 3,921 3,922 4,065 4,251 

4,960 
5,611 

6,365 
7,146 

7,660 7,749 7,749 8,042 
8,422 

2,800 

3,204 

3,604 

4,045 
4,452 4,549 4,544 

4,690 
4,909 

2,241 

2,581 

2,907 

3,278 

3,680 3,782 3,767 
3,883 

4,075 

2,010 

2,317 

2,610 

2,949 

3,315 3,407 3,395 
3,498 

3,672 

1,972 

2,246 

2,532 

2,855 

3,177 3,255 3,237 
3,339 

3,499 

18,709 

21,276 

24,053 

27,041 

29,438 29,935 29,894 
30,933 

32,410 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計」をベースとした将来推計人口をもと

に本市の要支援・要介護認定率（男女別・年齢別人口に対する認定者数の割合）が、今後も現在と同水準で推移した場合、高齢者数の増加に伴い、

要支援・要介護認定者数は増加する見込みです。

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 （注１）第１号被保険者、第２号被保険者の合計値 （注２）各年10月時点
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政策・重要施策の構成

・ 「政策」「重要施策」の説明等は、

A４で１ページを想定。

・ 掲載項目は右のとおり、

「政策」

①名称・分野

②基本的な考え方

③施策の体系

④用語解説 等

「重要施策」

①名称

②概要

③現状と課題

④用語解説 等

を簡潔に記載。

（注）「政策」「重要施策」単位での成果指標の設定については検討中。

（例）
政策１

経済成長をめざすまちづくり

分野

経済・産業分野

基本的な考え方

・ 地域経済の好循環を促し、市内総生産の増加や市民所得の

向上を図ります。

・ ～

・ ～

施策の体系

（体系図）

【用語解説】

（例）
重要施策１

産業・雇用の創出とイノベーションの促進

概要

・～できる環境をつくります。

・～の充実を図ります。

・～を向上します。 等

現状と課題

・ ～

・ ～

・ ～

【用語解説】



第３章 将来の都市像を実現するための６つの政策 P13

基本施策の構成

・ 基本施策別にA４で１ページを想定

・ 掲載項目は右のとおり、

①基本施策の名称

②関連するSDGsの取組

③基本施策が目指す姿（ゴール）

④主な取組内容

⑤成果指標

⑥各主体の役割

⑦関連する個別計画

⑧国や県による計画・取組

⑨用語解説 等

を簡潔に記載。

（例）
基本施策１ 関連するSDGsの取組

消防・救急体制の充実

目指す姿

・ 火災等の発生時に迅速かつ的確に対応できる体制が確立している。

・ 市民に防火や救命に関する知識が浸透している。

主な取組

・ ○○の充実

大規模災害等に迅速に対応するため、ハードとソフト面の両面での消防、救急体制

の充実に取り組みます。

・ ○○の推進

地域の初期消火能力の向上を図ります。

・ ～。

成果指標（KPI）

・ ○○率

目指す姿に向けて各主体ができること

関連する個別計画

・ 宮崎市消防計画

国や宮崎県による計画・取組

・ 国 防災基本計画（内閣府）

・ 宮崎県 宮崎県地域防災計画

【用語解説】

市民

事業者・関係団体

⾏政（宮崎市）
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検討中
（検討中・未定稿）

• 自主財源の確保

• 公共施設の適切な維持管理

• ⾏政サービスの質の向上

• 透明性の確保

• 情報発信の推進

• デジタル化

• 公民連携

• 広域連携 等



第５章 人口減少対策重点プロジェクト（旧：戦略プロジェクト） P15

重点プロジェクト（検討中・未定稿）

• 本重点プロジェクトの展開に当たっては、本市で喫緊の

課題である「人口減少」への対応策に焦点を当てることと

する。

• 本市の少子化は想定以上に加速しており、2020年時点

では2035年に3,000人を割り込むと想定していた出生数は、

早くも2023年に2,700人台へと減少している。

• 一方で、あらゆる分野で人手不足は深刻さを増しており、

増え続ける要支援者を支える体制も土台から揺らいでいる

状況である。

• その対応策として、人口減少下でも

一人あたり所得を伸ばし、地域の活力を維持する経済政策、

高齢者の増加と現役世代の減少を念頭に、

市民一人ひとりが健康増進と介護予防に主体的に取組み、

必要な支援体制を整備する保健・福祉政策、

そして、

まちの未来を担う子どもたちの政策

へ重点的に取り組んでいく。

（案）

１ 力強い経済への挑戦

【取組イメージ】

１-１ 宮崎経済の成長に関する施策

１-２ 移住促進・多様な人材の確保に関する施策

１-３ 女性の活躍に関する施策

１-４ 経済成長を牽引する都市の形成に関する施策 等

（案）

２ 自立し、支え合う社会づくり

【取組イメージ】

2-１ 科学的根拠に基づく健康づくりに関する施策

2-２ 医療・福祉・介護体制の維持に関する施策

2-３ 災害への備えに関する施策 等

（案）

３ 未来のまちづくり

【取組イメージ】

３-１ 少子化、子育てに関する施策

３-２ 教育に関する施策

３-３ 脱炭素社会づくりに関する施策 等
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１ 推進体制

総合計画審議会

市長

総合計画策定・推進会議

総合計画策定・推進会議専門部会

市議会

市民

【宮崎市】

・関係課長等は必要に応じて

専門部会に参加

（専門部会設置要綱第第２条別表１）

諮問

答申

・学識経験者、関係行政機関、関係団体の代表、

市民（公募）等で構成

・学識経験者、関係行政機関、関係団体等で構成

・基本構想議決

（宮崎市議会の議決すべき事

件に関する条例第２条）

・市民意識調査

・パブリックコメント

等

・市長、副市長及び部局長で構成

・総合計画に関する事項を協議、

検討する庁内組織

議案

議決

２ 進行管理

・ 基本計画の着実かつ効果的な推進を図るため、次のとおり適切な進⾏管理を⾏います。

（１）毎年度、各施策について、前年度の進捗状況を調査し、実績に基づき評価を⾏います。

（２）施策の評価については、本市「内部評価」のほか、多様な主体で構成される「宮崎市総合計画策定・推進会議専門部会」にて

「外部評価」を⾏います。

（３）施策の評価結果を公表します。

施策評価
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